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1. はじめに 

新型コロナウイルス感染症の影響により多方面から

都市交通問題が発生している。生活様式の変化に起因

して道路交通量、交通事故件数の減少が指摘されてい

る。一方で道路交通事故死者数の変化は多様であり、

一律の傾向が観測されない。本研究では生活様式の変

化に起因する、都道府県別の道路交通事故の発生状況

について考察する。これより、コロナ禍の道路交通事

故の変化に関して、都道府県別の相違を明確にする。 

 
2.  新型コロナウイルス感染症の影響分析 

新型コロナウイルス感染症は 2019 年 12 月に中国・

武漢市で初めて症例が報告された。わが国では、図 1

に示すように 2020 年 4 月以降「第 1 波」～「第 6

波」の感染者数の増加が観測されている。 

 
図 1：日本国内の新型コロナ新規感染者数の経過 

感染状況に対して、2020 年以降、緊急事態宣言は 3

回発出、全国でのべ 283 日間の外出自粛・飲食店時短

要請などが実施された。現在(2022 年 4 月)においても

全国的に多数の新規感染者が報告されている。 

一方で、わが国の道路交通事故死者数は、1970 年を

ピークとして 10,000 人程度で推移したのち、1992 年か

ら長期的な減少傾向にある（図 2 参照）。 

 
図 2：交通事故死者数の経年変化(日本) 

新型コロナウイルス感染症による生活様式の変化を

考えて、2019 年～2021 年の道路交通事故の変化を考え

る。わが国では新型コロナウイルス感染症の影響は

2019 年には微少であり、2020 年以降に深刻化した。こ

のため 2020 年には道路交通量は平均的に減少して、す

べての都道府県で交通事故件数が減少した 1)。しかし

ながら、交通事故死者数は必ずしも減少していない。 

図 3 に都道府県別交通事故死者数の推移を示す。 

 
図 3：交通事故死者数の推移(2019 年～2020 年) 

本図より、11 都県で交通事故死者数が増加している。 
 

3.  交通事故死者数変化に関する要因分析 

交通事故死者数変化の具体的要因を検討する。前年

に対する 2020 年の交通事故死者数の減少分(RDP, 増

加・減少)を外的基準とした線形判別分析を行う。 

独立変数は、①人口密度(DOP, 人/㎢) ②感染者割合

(ROI, %) ③緊急事態宣言期間(POE, 日) ④免許保有割

合(PDL, %) ⑤高齢者割合(REP, %) ⑥交通違反割合

(RVT, %)である(2020 年)。「感染者割合」は年間累積感

染者数を人口で除した変数である。「交通違反割合」は

道路交通法違反件数を免許保有者で除した変数である。 

線形判別関数では、合成変数の標準化係数で、要因間

の重要性を比較できる。表 2 に各変数の判別係数と標

準化変数を示す。 

表 2：判別係数一覧 

 
これより、交通事故死者数増加には DOP (人口密度)

と RVT(交通違反割合)が関与することがわかる。 
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表 3 に判別分析による推計結果を示す。  

全体的に比較

的良好な推計

結果が得られ

た。しかしな

がら、2020 年

に交通事故死者数の増加した 11 都県に関して、5 県

で誤判別であり、明確な要因抽出が必要である。 

 
4.  交通事故死者数変化のパターン分析 

交通事故死者数の増加プロセスを明確化する。機械

学習として決定木モデル(ID3)を用いる。図 4 に、ID3

の推計結果(決定木)を示す。 

 
図 4：決定木の算定結果(交通事故死者数の増加・減少) 

表 4より、判

別分析に比べ

て適合性の向

上が観測され

る。表 5 に決

定木に記載された代表的な意思決定ルールを示す。 

表 5：代表的ルール(2019 年～2020 年) 

 

ルール①②に対応する交通違反割合と免許保有割合

が主要な意思決定要因となっていることがわかる。 

つぎに、2019 年～2021 年の 2 か年における交通事故

死者数の変化パターンを分析する。すなわち、(増加・

増加)(増加・減少)(減少・増加)(減少・減少)の 4 種類を

考える。図 5 にこの場合の決定木の概要を示す。 

 
図 5：決定木の算定結果(2 か年の変化パターン) 

この場合の適合率は 74.5%で比較的良好である。表

6 に代表的な意思決定ルールを整理する。 

表 6：代表的なルール(2019 年～2021 年) 

 

ここで、「増加・増加」の変化は神奈川県・愛媛県の

2 県である。経年的な交通事故死者数の増加は、複数

要因の組み合わせから議論できることがわかる。 

 

5.  おわりに 

新型コロナウイルス感染症の都市交通への影響とし

て、道路交通事故に関する変化について考察を行った。

本研究の主要な成果は以下のように整理できる。 

① 新型コロナウイルス感染症による自動車交通量減

少による交通事故件数減少は、全国的な共通傾向であ

る。交通事故死者数は、必ずしも単調変化しない。  

② 道路交通量減少に反して、交通事故死者数増加の

11 都県については、法令違反運転・免許保有率などの

影響が判別分析・決定木分析より明確になった。  

③ コロナ禍の 2 カ年（2019～2021）の交通事故死者数

の変化パターンを分析した。特に「増加・増加」の 2 県

は地方部（低密度・自動車依存）と都市部（高密度・

運転者変化）に対応することがわかった。 
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実
績
値

判別分析
推計値

表4：決定木分析(ID3)による推計結果
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増加 8 3 11
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　　　　  正判別率：89.36%

実
績
値

ID3 推計値

IV-36 令和4年度土木学会全国大会第77回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - IV-36 -


